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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第80期
第２四半期
連結累計期間

第81期
第２四半期
連結累計期間

第80期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年９月30日

自平成28年４月１日
至平成28年９月30日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 (百万円) 97,918 103,811 214,372

経常利益 (百万円) 9,490 9,639 20,439

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 5,764 6,542 12,577

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 3,518 △2,240 12,136

純資産額 (百万円) 223,315 223,176 228,964

総資産額 (百万円) 289,267 285,592 298,107

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 49.61 56.36 108.24

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 76.8 77.8 76.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 12,227 16,268 26,582

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △30,703 3,472 △33,172

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,692 △4,094 △5,707

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 33,777 58,016 43,591
 

 

回次
第80期
第２四半期
連結会計期間

第81期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 26.92 33.60
 

(注) １．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３．当社は「取締役に対する業績連動型株式報酬制度」の導入を平成28年６月29日の株主総会で決議し、導入し

ております。これに伴い日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が所有する当社株式（取締

役に対する業績連動型株式報酬信託分）を期中平均株式数の計算において控除する自己株式数に含めており

ます。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要な変更は

ありません。

　また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

（水処理薬品事業関連）

　平成28年４月１日付で、クリタ・ヨーロッパAPW GmbH（主要な連結子会社　特定子会社　合併法人）とクリタ・

ヨーロッパGmbH（連結子会社　被合併法人）とを合併し、合併後社名をクリタ・ヨーロッパGmbH（主要な連結子会

社　特定子会社）としております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態の分析

 当第２四半期末における流動資産は、149,086百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,460百万円減少しまし

た。これは主に、現金及び預金と有価証券を合わせた手元資金が5,481百万円、仕掛品が1,252百万円それぞれ増加

した一方で、売掛金が7,465百万円減少したことによるものであります。手元資金の増加は、主に売掛金の回収が順

調であったことによるものであります。仕掛品の増加は、主に水処理装置事業の工事進捗によるものであります。

 固定資産は、136,506百万円となり、前連結会計年度末に比べ11,055百万円減少しました。これは、有形固定資産

が4,197百万円、無形固定資産が3,564百万円、投資その他の資産が3,294百万円それぞれ減少したことによるもので

あります。有形固定資産の減少は、主に超純水供給事業用設備等の減価償却費の計上額が設備投資額を上回ったこ

とによるものであります。無形固定資産の減少は、主にのれんと技術関連資産等の償却が進んだことと、円高ユー

ロ安により円換算額が減少したことによるものであります。投資その他の資産の減少は、主に保有する株式の時価

下落により投資有価証券の含み益が減少したことによるものであります。

 流動負債は、38,783百万円となり、前連結会計年度末に比べ5,624百万円減少しました。これは主に、買掛金が

4,190百万円、流動負債のその他が1,069百万円それぞれ減少したことによるものであります。流動負債のその他の

減少は、主に未払金・未払費用が1,101百万円減少したことによるものであります。

 固定負債は、23,632百万円となり、主に固定負債のその他の減少により、前連結会計年度末に比べ1,103百万円減

少しました。

 純資産合計は、223,176百万円となり、前連結会計年度末に比べ5,788百万円減少しました。これは主に、株主資

本が2,971百万円増加した一方で、その他の包括利益累計額が8,741百万円減少したことによるものであります。株

主資本の増加は、利益剰余金が前連結会計年度の期末配当金2,788百万円を上回る当第２四半期の親会社株主に帰属

する四半期純利益6,542百万円を計上したことにより3,754百万円増加した一方で、取締役に対する業績連動型株式

報酬制度導入に伴う取得と単元未満株の買取により自己株式が782百万円増加（純資産は減少）したことによるもの

であります。

 その他の包括利益累計額の減少は、主にその他有価証券評価差額金が投資有価証券の含み益減少に伴い3,554百万

円、為替換算調整勘定が円高外国通貨安に伴い6,121百万円それぞれ減少したことによるものであります。

以上の結果、当第２四半期連結会計期間末における資産合計並びに負債純資産合計は285,592百万円となり、前連

結会計年度末に比べ12,515百万円減少しました。
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(2) 経営成績の分析

当社グループを取り巻く市場環境は、国内では製造業の生産活動は在庫調整の進展などから緩やかに回復しまし

たが、設備投資は円高による企業収益悪化の影響を受けて回復の動きが鈍化しました。海外では、中国をはじめと

する新興国の成長減速が続き、欧米の景気は持ち直しの動きが続きましたが、総じて緩やかな回復となりました。

 このような状況のもとで、当社グループは、競争力のある商品・技術・サービスの開発とその市場展開に努め、

ITやセンシング技術の活用により、環境負荷低減、省エネルギー、生産性の向上など顧客の課題解決に貢献する提

案に注力しました。

 以上の結果、当社グループ全体の受注高は112,481百万円（前年同期比2.3%増）、売上高は103,811百万円（前年

同期比6.0%増）となりました。利益につきましては、営業利益9,643百万円（前年同期比5.6%増）、経常利益9,639

百万円（前年同期比1.6%増）となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は6,542百万円（前年同期比13.5%増）と

なりました。

セグメント別の業績は次のとおりであります。

(水処理薬品事業)

 国内では、顧客工場の操業度回復の動きが一部にみられたことに加え、新商品・新サービスを活用した課題解決

提案により新規の顧客開拓に努めた結果、受注高・売上高は増加しました。

 海外では、円高が進んだことにより海外子会社の受注高・売上高の円換算額が目減りしたものの、前連結会計年

度から新規連結した欧州買収事業の経営成績の連結対象期間が１カ月分増加したことなどで、受注高・売上高は増

加となりました。

 この結果、当社グループの水処理薬品事業全体の受注高は42,005百万円（前年同期比1.6%増）、売上高は41,451

百万円（前年同期比2.1%増）となりました。

 利益につきましては、売上高の増加に加え、前連結会計年度に発生した欧州事業買収の取得原価の当初配分額の

見直しに伴う一時的な費用がなくなったことから、営業利益は4,083百万円（前年同期比13.5％増）となりました。

(水処理装置事業)

 国内では、電子産業分野向けの受注高は、メンテナンス・サービスが前年同期に好調であったことの反動もあり

減少しましたが、水処理装置は横ばいでした。同分野向けの売上高は、水処理装置が横ばい、メンテナンス・サー

ビスが前年度受注案件の工事進捗により増加しました。一般産業分野向けの受注高は、水処理装置が横ばいとなり

ましたが、メンテナンス・サービスは官公需向けを中心に増加しました。また、火力発電所向け水処理装置や土壌

浄化において大型案件の受注がありました。同分野向けの売上高については、電力向けの水処理装置が減少したも

のの、その他の水処理装置やメンテナンスの順調な工事進捗により増加しました。

 海外では、受注高が、前年同期の中国及び台湾向けの大型案件受注の反動で減少しましたが、売上高は中国及び

韓国の大型案件の工事進捗により増加しました。

 なお、超純水供給事業の国内及び海外を合わせた売上高は、新たに契約した案件の収益計上がありましたが、契

約期間満了や一部顧客との契約見直しによる影響があり、減少しました。

 これらの結果、当社グループの水処理装置事業全体の受注高は70,476百万円（前年同期比2.6%増）、売上高は

62,360百万円（前年同期比8.8%増）となりました。

 利益につきましては、水処理装置及びメンテナンス・サービスの売上増により、営業利益は5,569百万円（前年同

期比0.5％増）となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期末における現金及び現金同等物の残高は58,016百万円となり、前連結会計年度末に比べ24,239百万

円増加しました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりで

あります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

 営業活動の結果得られた資金は、16,268百万円（前年同期比4,041百万円増）となりました。これは主に、税金等

調整前四半期純利益9,639百万円、減価償却費8,052百万円（のれん償却費507百万円を含む）、売上債権の減少額

5,460百万円などで資金が増加したことに対し、たな卸資産の増加額1,290百万円、仕入債務の減少額2,584百万円、

法人税等の支払額4,038百万円などで資金が減少したことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

 投資活動の結果得られた資金は、3,472百万円（前年同期比34,175百万円増）となりました。これは主に、定期預

金の預入と払戻による差引収入8,864百万円などで資金が増加したことに対し、超純水供給事業用設備等の有形固定

資産の取得による支出4,818百万円などで資金を使用したことによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

 財務活動の結果使用した資金は、4,094百万円（前年同期比402百万円減）となりました。これは主に、自己株式

の取得による支出782百万円及び配当金の支払額2,803百万円によるものであります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、2,433百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
(6) 主要な設備

当第２四半期連結累計期間において、前連結会計年度末に計画した当連結会計年度の設備投資計画について、総

額を84億円から114億円に増額修正しております、これは主に、水処理装置事業における超純水供給事業用設備の拡

充に伴うものであります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 　　　　　　　　　　　　　531,000,000

計 　　　　　　　　　　　　　531,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 119,164,594 同左
　東京証券取引所
　市場第一部

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式で
あり、単元株式数は100株で
あります。

計 119,164,594 同左 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成28年７月１日～
平成28年９月30日　

－ 119,164 － 13,450 － 11,426
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(6) 【大株主の状況】

平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀行株
式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８－11 6,439 5.40

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６－６ 5,979 5.01

日本マスタートラスト信託銀行株式会
社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11－３ 3,620 3.03

日本トラスティ・サービス信託銀行株
式会社(信託口９)

東京都中央区晴海一丁目８－11 2,847 2.38

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２－１ 2,155 1.80

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７－１ 2,056 1.72

NORTHERN TRUST CO. (AVFC)
RE - SSD00
(常任代理人 香港上海銀行東京支店
 カストディ業務部)

50 BANK STREET CANARY WH ARF LONDON E14
5NT, UK
(東京都中央区日本橋三丁目11－１)

1,861 1.56

ノーザン トラスト カンパニー
エイブイエフシー リ ユーエス
タックス エグゼンプテド
ペンション ファンズ
(常任代理人 香港上海銀行東京支店
 カストディ業務部)

50 BANK STREET CANARY WH ARF LONDON E14
5NT, UK
(東京都中央区日本橋三丁目11－１)

1,772 1.48

NORTHERN TRUST CO. (AVFC)
RE - HSD00
(常任代理人 香港上海銀行東京支店
 カストディ業務部)

50 BANK STREET CANARY WH ARF LONDON E14
5NT, UK
(東京都中央区日本橋三丁目11－１)

1,663 1.39

バンク ジユリウス ベア アンド
カンパニー リミテツド
(常任代理人　三菱東京ＵFＪ銀行）

BAHNHOFSTRASSE 36, P. O. BOX 8010,
CH-8001 ZURICH, SWITZERLAND
(東京都千代田区丸の内二丁目７－１)

1,579 1.32

　　　　　　　　計 ─ 29,976 25.15
 

(注)１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が所有する6,439千株には当社株式339千株（取締役

に対する業績連動型株式報酬信託分）を含めております。

   ２．上記のほか、当社保有の自己株式が2,968千株あります。なお、自己株式2,968千株には日本トラスティ・

サービス信託銀行株式会社（信託口）が所有する当社株式339千株（取締役に対する業績連動型株式報酬信託

分）は含まれておりません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

 　 平成28年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
　(自己保有株式)
 普通株式

3,308,100
3,398 －

完全議決権株式(その他)
　普通株式

115,759,900
1,157,599

権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式

単元未満株式
　普通株式

96,594
－ 同上

発行済株式総数 119,164,594 － －

総株主の議決権 － 1,160,997 －
 

(注) １．「完全議決権株式（自己株式等）」の欄には、「取締役に対する業績連動型株式報酬制度」の導入に伴い日

本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が所有する当社株式339,800株（議決権の数3,398個）

が含まれております。なお、当該議決権の数3,398個は、議決権不行使となっております。

    ２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式200株（議決権の数２個）を含めて

記載しております。　

 

② 【自己株式等】

    平成28年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
栗田工業株式会社

東京都中野区中野
四丁目10番１号

2,968,300 339,800 3,308,100 2.77

計 － 2,968,300 339,800 3,308,100 2.77
 

（注）他人名義で所有している理由等

所有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所

「取締役に対する業績連動型株式報
酬制度」の信託財産として339,800株
所有

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８－11

 

 

２ 【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成28年７月１日から平成

28年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 58,374 70,961

  受取手形 7,463 7,355

  売掛金 63,552 56,087

  有価証券 7,566 460

  製品 3,130 2,879

  仕掛品 3,690 4,942

  原材料及び貯蔵品 2,433 2,142

  その他 4,518 4,452

  貸倒引当金 △185 △195

  流動資産合計 150,546 149,086

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 15,093 14,094

   機械及び装置（純額） 32,304 35,806

   その他（純額） 30,990 24,291

   有形固定資産合計 78,388 74,191

  無形固定資産   

   のれん 15,114 12,462

   その他 9,088 8,175

   無形固定資産合計 24,202 20,638

  投資その他の資産   

   投資有価証券 37,063 31,694

   その他 8,111 10,166

   貸倒引当金 △204 △185

   投資その他の資産合計 44,970 41,676

  固定資産合計 147,561 136,506

 資産合計 298,107 285,592

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 1,719 1,572

  買掛金 21,060 16,870

  未払法人税等 3,705 3,200

  賞与引当金 2,365 2,683

  その他の引当金 1,052 1,022

  その他 14,503 13,434

  流動負債合計 44,407 38,783

 固定負債   

  退職給付に係る負債 15,467 15,554

  引当金 57 25

  その他 9,210 8,052

  固定負債合計 24,735 23,632

 負債合計 69,142 62,415
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 13,450 13,450

  資本剰余金 10,993 10,993

  利益剰余金 196,788 200,542

  自己株式 △8,695 △9,478

  株主資本合計 212,536 215,507

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 16,061 12,507

  繰延ヘッジ損益 398 1,281

  土地再評価差額金 △380 △380

  為替換算調整勘定 △618 △6,739

  退職給付に係る調整累計額 △101 △50

  その他の包括利益累計額合計 15,360 6,619

 非支配株主持分 1,067 1,049

 純資産合計 228,964 223,176

負債純資産合計 298,107 285,592
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

売上高 97,918 103,811

売上原価 64,129 69,487

売上総利益 33,788 34,324

販売費及び一般管理費   

 役員報酬及び給料手当 8,920 8,925

 賞与引当金繰入額 1,504 1,469

 研究開発費 2,620 2,433

 その他 11,609 11,851

 販売費及び一般管理費合計 24,654 24,680

営業利益 9,133 9,643

営業外収益   

 受取利息 103 99

 受取配当金 253 258

 持分法による投資利益 87 89

 その他 206 226

 営業外収益合計 650 673

営業外費用   

 支払利息 108 93

 為替差損 72 375

 その他 112 208

 営業外費用合計 294 677

経常利益 9,490 9,639

特別利益   

 固定資産売却益 146 -

 特別利益合計 146 -

特別損失   

 事業整理損 150 -

 特別損失合計 150 -

税金等調整前四半期純利益 9,485 9,639

法人税等 3,642 3,022

四半期純利益 5,843 6,616

非支配株主に帰属する四半期純利益 79 74

親会社株主に帰属する四半期純利益 5,764 6,542
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

四半期純利益 5,843 6,616

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △2,591 △3,555

 繰延ヘッジ損益 △210 882

 為替換算調整勘定 487 △6,049

 退職給付に係る調整額 △4 50

 持分法適用会社に対する持分相当額 △6 △186

 その他の包括利益合計 △2,325 △8,857

四半期包括利益 3,518 △2,240

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 3,448 △2,239

 非支配株主に係る四半期包括利益 69 △0
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 9,485 9,639

 減価償却費 7,025 7,545

 のれん償却額 484 507

 引当金の増減額（△は減少） 139 301

 売上債権の増減額（△は増加） 5,908 5,460

 たな卸資産の増減額（△は増加） △2,853 △1,290

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,970 △2,584

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 391 354

 法人税等の支払額 △4,762 △4,038

 その他 △1,621 372

 営業活動によるキャッシュ・フロー 12,227 16,268

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △23,940 △13,476

 定期預金の払戻による収入 11,759 22,340

 有価証券の取得による支出 △9,000 -

 有形固定資産の取得による支出 △6,790 △4,818

 有形固定資産の売却による収入 161 10

 投資有価証券の取得による支出 △4 △5

 投資有価証券の売却及び償還による収入 - 9

 事業買収に伴う支出 △2,549 △54

 その他の支出 △346 △703

 その他の収入 6 170

 投資活動によるキャッシュ・フロー △30,703 3,472

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 326 △171

 長期借入金の返済による支出 △2 △11

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △320 △323

 自己株式の取得による支出 △988 △782

 配当金の支払額 △2,684 △2,787

 非支配株主への配当金の支払額 △23 △16

 財務活動によるキャッシュ・フロー △3,692 △4,094

現金及び現金同等物に係る換算差額 212 △1,222

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △21,957 14,424

現金及び現金同等物の期首残高 55,675 43,591

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 59 -

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  33,777 ※  58,016
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第２四半期連結累計期間
(自平成28年４月１日 至平成28年９月30日)

連結の範囲の変更

当第２四半期連結会計期間より、新たに設立したクリタ・ポーランドSP.z.o.o.及び株式会社クリタス北陸を連

結の範囲に含めております。また、当社の連結子会社であるクリタ・ヨーロッパGmbHは当社の連結子会社である

クリタ・ヨーロッパAPW GmbHに吸収合併されたため、連結の範囲から除外しております。

なお、クリタ・ヨーロッパAPW GmbHはクリタ・ヨーロッパGmbHに社名変更をしております。

 
 

 

(会計方針の変更等)

当第２四半期連結累計期間
(自平成28年４月１日 至平成28年９月30日)

(会計方針の変更)

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関す

る実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年

４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、これに伴う当第２四半期連結累計期間の損益への影響額は軽微であります。

 
 

　

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第２四半期連結累計期間

(自平成28年４月１日　至平成28年９月30日)

税金費用の計算

 

 

当連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見

積実効税率を乗じて計算しております。

 
 

 

(追加情報)

当第２四半期連結累計期間
(自平成28年４月１日　至平成28年９月30日)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 
（取締役に対する業績連動型株式報酬制度について）

当社は取締役（社外取締役を除く。以下同じ）を対象に、当社グループの中長期の持続的な成長と企業価値向

上への貢献意欲をさらに高めることを目的とした業績連動型株式報酬制度の導入を、平成28年６月29日の株主総

会で決議し、導入しております。

（1）制度の概要

本制度は、取締役に対し役位と業績に応じたポイントを付与し、取締役退任時に、累積付与ポイント数に

相当する数の当社株式を交付するという、業績連動型株式報酬制度です。

 本制度の導入にあたっては、当社が金銭を拠出することにより設定する役員向け株式交付信託（以下「本

信託」といいます。）の仕組みを採用しております。

（2）信託に残存する自社の株式

本信託に残存する当社株式は、四半期連結貸借対照表の純資産の部において自己株式として表示しており

ます。

なお、当第２四半期連結会計期間末日現在において、本信託が所有する当社株式の帳簿価額は781百万円、

株式数は339千株です。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
(自平成27年４月１日
至平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自平成28年４月１日
至平成28年９月30日)

現金及び預金勘定 49,629百万円 70,961百万円

預入期間が３か月を超える定期預金等 △23,851百万円 △12,944百万円

有価証券勘定のうち譲渡性預金

（預入期間が３か月を超えるものは除く）
7,000百万円 ― 百万円

有価証券勘定のうちコマーシャルペーパー 999百万円 ― 百万円

現金及び現金同等物 33,777百万円 58,016百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自平成27年４月１日 至平成27年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 2,680 23 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が

当第２四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年10月29日
取締役会

普通株式 2,788 24 平成27年９月30日 平成27年11月30日 利益剰余金
 

 

当第２四半期連結累計期間(自平成28年４月１日 至平成28年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 2,788 24 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が

当第２四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年10月31日
取締役会

普通株式 2,904 25 平成28年９月30日 平成28年11月28日 利益剰余金
 

（注）平成28年10月31日取締役会決議による配当金の総額には、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託

口）が所有する当社株式339千株（取締役に対する業績連動型株式報酬信託分）に対する配当金８百万円が含ま

れております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自平成27年４月１日 至平成27年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 

報告セグメント
　調整額

　(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額

(注)２
水処理薬品
事業

水処理装置
事業

計

売上高      

  外部顧客への売上高 40,595 57,322 97,918 － 97,918

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

132 70 202 △202 －

計 40,727 57,393 98,120 △202 97,918

セグメント利益 3,597 5,541 9,139 △5 9,133
 

　(注) １．調整額のうち売上高は、セグメント間取引消去額であり、セグメント利益は、セグメント間取引消去に伴

うものであります。

２．セグメント利益欄は、営業利益の数値であります。
　

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自平成28年４月１日 至平成28年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 

報告セグメント
　調整額

　(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額

(注)２
水処理薬品
事業

水処理装置
事業

計

売上高      

  外部顧客への売上高 41,451 62,360 103,811 ― 103,811

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

120 106 227 △227 ―

計 41,572 62,466 104,039 △227 103,811

セグメント利益 4,083 5,569 9,653 △9 9,643
 

　(注) １．調整額のうち売上高は、セグメント間取引消去額であり、セグメント利益は、セグメント間取引消去に伴

うものであります。

２．セグメント利益欄は、営業利益の数値であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自平成27年４月１日
至平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自平成28年４月１日
至平成28年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 49.61円 56.36円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する
四半期純利益金額（百万円）

5,764 6,542

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額（百万円）

5,764 6,542

普通株式の期中平均株式数（千株） 116,197 116,083
 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

     ２．当第２四半期連結累計期間について、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が所有する

当社株式339千株（取締役に対する業績連動型株式報酬信託分）を１株当たり情報算定上、期中平均株式数

の計算において控除する自己株式に含めております。
　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。　

 
２ 【その他】

中間配当決議に関する件

平成28年10月31日開催の取締役会において、当社定款第41条の規定に基づき、平成28年９月30日最終の株主名簿

に記録されている株主又は登録株式質権者に対し、第81期（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）の中間配

当を次のとおり行う旨を決議しました。

　１．配当金の総額                                   2,904百万円

　２．１株当たりの金額                                  25円00銭

　３．支払請求権の効力発生日及び支払開始日      平成28年11月28日

（注）配当金の総額には、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が所有する当社株式339千株（取締

役に対する業績連動型株式報酬信託分）に対する配当金８百万を含めております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

　

平成28年11月７日

栗田工業株式会社

取締役会  御中

 

太陽有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   桐　　川　　　聡       印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   新　　井   達　 哉    印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   西　　村　　健　 太    印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている栗田工業株式会

社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成28年７月１日から平成

28年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、栗田工業株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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